
令和4年度高齢者等実態調査における追加・削除の設問項目について

追加
№ 設問内容 調査対象区分 理由

1
アドバンス・ケア・プランニング
（ACP）を知っているか。

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者

2 ACPをどこで知ったか。

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者

3 ACPについてどう思うか。

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者

4
1年以内に健康診査を受けなかった
理由

・一般高齢者
・一般若年者

健康診査未受診の理由を把握し、受診率向上のた
めの対策を検討するため。

削除

№ 設問内容 調査対象区分 理由

1
在宅での医療・介護の講演会に参
加したいか

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者

当該設問は、在宅医療・介護連携事業における市
民啓発に関する設問であるが、同事業の一つであ
る、ACPについて新たに質問することとしたた
め。

2
自分や家族が認知症になったとき
どうしたらいいのか考えたことが
あるか。

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

3
（認知症になったことを考えたこ
とがある場合）どのようなことを
考えたか。

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

4
（認知症になったことを考えたこ
とがない場合）考えたことがない
理由は何か。

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

5
認知症サポーター養成講座を受け
たことがあるか

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

6

（介護予防・日常生活支援総合事
業について）高齢者相談センター
での生活上の困りごとや介護予防
についての相談を利用している
か・知っているか

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者

類似の設問があるため。

7

（介護予防・日常生活支援総合事
業について）生活支援や見守り・
介護予防のための訪問や通所の支
援を利用しているか・知っている
か

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

国（厚生労働省）が定める地域支援事業（在宅医
療・介護連携推進事業）の一事業であり、今後、
啓発に向けた活動の資料とするため。
※介護保険法第115条の45（地域支援事業）第2項
第4号（厚生労働省で定める事業）

※アドバンス・ケア・プランニングとは、人生の
最終段階における医療・ケアのあり方について、
あらかじめ、本人と医療及び介護の専門職が話し
合い、その方針を決めておくこと。



令和4年度高齢者等実態調査における追加・削除の設問項目について

削除

№ 設問内容 調査対象区分 理由

8

（介護予防・日常生活支援総合事
業について）住民組織やNPOが主体
となった、集いの場やサービス提
供を利用しているか・知っている
か

・要介護認定者

当該設問は、要支援認定者・事業対象者向けの内
容である。今回の調査において、要介護認定者は
調査票を分けることから、要介護認定者への調査
票からは当該設問を削除する。

9

（介護予防・日常生活支援総合事業
を利用したことがある人・知っている
が利用したことはない人）
高齢者の見守りや集いの場などの活
動を運営してみたいか

・一般高齢者
・一般若年者

類似の設問があるため。

10
（介護保険料が3割負担の方）3割
負担になったことでサービス利用
が減少したか。

・要支援・事業対象者
・要介護認定者

介護保険料の3割負担実施後、数年が経過し
たため。

11
所得が高い方の自己負担が平成30
年8月から3割となったことによる
影響はあったか。

・サービス提供事業者
介護保険料の3割負担実施後、数年が経過し
たため。

12
高齢者外出支援事業（タクシー券
の支給）を利用しているか。

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者

担当部署において、利用者数などの利用状況は把
握できているため。

13

判断能力が低下した場合、治療の
方針・介護施設の利用・財産の使
い方などの決定を誰にしてほしい
か

・一般高齢者
・要支援・事業対象者
・要介護認定者
・一般若年者
・施設入所者

「緊急事態が起きた時に、必要な手続きや金銭管
理をしてくれる身内がいるか、いる場合は誰か」
の設問に含めて質問する。


